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環境保全課
総務・企画グループ

１　総務事務について

　　室の一般庶務事項を掌るとともに、室内の諸給与、室の物品購入事務、室業務の連絡調整等に関する事務を行い事務事業の適正な執行に努めた。

２　企画調整について

　　議会対応、府への要望対応、条例等の改正、各種照会等に関し、室内、関係他課及び関係機関との調整等を行い、その円滑な処理に努めた。

３　大阪府公害審査会について

大阪府公害審査会は、知事の附属機関として、公害に係る紛争についての調停を行った。
(1)　公害審査会議の開催

平成29年度は、２回の公害審査会議を開催した。

(2)　調停委員会の開催

公害審査会は、調停委員会を設置して事件の処理にあたっている。

平成29年度の調停委員会の活動状況は、前年度からの繰越しの事件５件及び当年度に受け付けた２件の計７件の事件について、調停の手続きを進め３件が終結した。

	番号
	事　　　件　　　名
	手 続 回 数
	結　果
	終結日付

	１（繰越）
	平成6年(調)第5号(淀川左岸線等道路公害)事件
	２回（延べ78回）
	係　属
	－

	２（繰越）
	平成28年(調)第1号(松原市製麺所騒音等被害)事件
	２回（延べ10回）
	成立
	Ｈ29.６.19

	３（繰越）
	平成28年(調)第4号(東大阪市精密加工工場粉じん・悪臭被害)事件
	２回（延べ3回）
	成立
	Ｈ29.６.８

	４（繰越）
	平成29年(調)第1号(東大阪市鉄骨建材加工工場騒音振動被害)事件
	７回
	係属
	－

	５（繰越）
	平成29年(調)第2号(島本町立体駐車場騒音振動被害)事件
	３回
	成立
	Ｈ29.８.９

	６
	平成30年(調)第１号(吹田市解体工事騒音振動等被害)事件
	１回
	係属
	－

	７
	平成30年(調)第２号(大阪市解体工事振動被害)事件
	－
	新規
	－


根拠法令：公害紛争処理法
４　公害苦情調査

公害等調整委員会から依頼を受けた公害苦情調査（平成28年度）を、関係他課及び府内43市町村を対象に実施した。

　　　　　　　　　公害苦情件数　　4,881件（うち新規受理件数　4,289件）

根拠法令：公害等調整委員会設置法

５　公害防止事務費交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（千円）
	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	60,155
	60,155

	
	決算額
	0
	0
	0
	　60,133
	　60,133

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	57,123
	57,123

	
	決算額
	0
	0
	0
	56,961
	56,961

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	54,851
	54,851

	
	決算額
	0
	0
	0
	53,859
	53,859


大阪府生活環境の保全等に関する条例等に基づく事務の処理に伴う経費として、大阪市、堺市を

含む43市町村に対して交付金を交付した。

根拠法令等：大阪府生活環境の保全等に関する条例、大阪府公害防止事務費交付金要綱

大阪府環境農林水産行政事務に係る事務処理の特例に関する条例

環境計画グループ

１　大気汚染防止実施計画の推進

｢大阪21世紀の新環境総合計画｣(平成23年３月)及び「大阪府自動車NOx･PM総量削減計画」（平成25年６月）に掲げた大気汚染に係る環境保全目標を維持達成するため、次の諸事業を総合的に実施した。

(1) 大気汚染防止対策

「大阪21世紀の環境総合計画」に基づき、大気汚染物質に係る環境保全目標を維持・達成するため、微小粒子状物質（PM2.5）や光化学オキシダント等について、常時監視データにより府域の実態を把握するとともに、地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所と連携して、PM2.5の構成成分の分析結果等を用いた解析による発生源寄与割合の推計、揮発性有機化合物（VOC）からのオキシダント生成能の検討などを行った。

また、PM2.5濃度が高くなると予測される場合の注意喚起が確実に周知されるよう、注意喚起情報を提供する防災情報メールへの登録促進など、府民への正確かつ分かりやすい情報発信に努めた。

(2) 光化学スモッグの緊急時対策

大気汚染防止法及び生活環境の保全等に関する条例に基づき、光化学スモッグ予報等の発令が行われた場合に、次の緊急時対策を講じた。

NOXに係る緊急時対象工場（153工場・事業場）に対しては、予め光化学スモッグ注意報等の発令時における原燃料の使用量、排出ガス量又は窒素酸化物排出量の減少計画を提出させ、緊急時の減少措置についての指導を行った。

また、VOCに係る緊急時対象工場（61工場・事業場）に対して、光化学スモッグ発令時等に削減対策や排出抑制の徹底を求め、実施対応について対策状況調査を行った。

	NOXに係る緊急時対象工場

（153工場・事業場）
	措置の内容

	特別対象工場（12工場）

重油換算原燃料使用量

40ｋｌ／時以上
	発令時における原燃料の使用量、排出ガス量又は窒素酸化物排出量を右のとおり減少する
	予報

注意報
	通常時の20％以上

	
	
	警報

重大緊急警報
	通常時の40%以上

	一般対象工場（141工場・
事業場）

重油換算原燃料使用量

２ｋｌ／時以上

40ｋｌ／時未満
	同上
	注意報

警報
	通常時の20％以上

	
	
	重大緊急警報
	通常時の40%以上


大気汚染防止計画推進事業費（旅費、消耗需用費、役務費、使用料及び賃借料）　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	315
	315

	
	決算額
	0
	0
	0
	315
	315

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	368
	368

	
	決算額
	0
	0
	0
	302
	302

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	242
	242

	
	決算額
	0
	0
	0
	137
	137


根拠法令：大気汚染防止法

２　大気汚染防止に係る対策の実施

大気汚染防止法が平成27年６月に改正され、水銀を大気中に排出する施設に対する排出規制が平成30年４月より開始されることを受け、大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく水銀の大気排出規制について、平成29年12月の府環境審議会の答申を踏まえ、平成30年３月に同条例施行規則等の改正を行った。

３　酸性雨モニタリング（土壌・植生）調査の実施
　　平成24年度から環境省より受託しており、平成29年度は、府域２地点（法道寺所有林（堺市）及び天野山府営林（河内長野市））での樹木衰退度調査、森林総合調査及び土壌モニタリングを受託し、現地調査等を地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所に委託した。

調査期間：平成29年６月５日～平成30年３月８日

委 託 先：地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所　(委託料998,000円)

酸性雨モニタリング土壌植生調査事業（調査に係る旅費、消耗需用費、役務費及び委託料）　（千円）

	年　度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	155
	0
	0
	0
	155

	
	決算額
	145
	0
	0
	0
	145

	２８
	予算額
	154
	0
	0
	0
	154

	
	決算額
	143
	0
	0
	0
	143

	２９
	予算額
	1,336
	0
	0
	0
	1,336

	
	決算額
	1,074
	0
	0
	0
	1,074


４　水質総量削減計画の推進

大阪湾の水質改善を図るため、化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る発生汚濁負荷量の削減を目的とした水質汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく第８次総量削減計画を平成29年６月に策定し、その進捗状況の把握等のため、水質関連調査を、次のとおり実施した。

	名称
	概要
	調査内容等

	発生負荷量

管理等調査
	（1）発生負荷量管理等調査

　総量削減計画の進捗状況の把握及び負荷量削減対策の検討に資するため、府域におけるCOD等の発生負荷量算定基礎情報を発生源別に調査した。
	調査項目

・工場・事業場の排出実態

・人口・家畜頭数、田畑山林面積フレーム

・下水道、し尿処理施設整備状況

・製造品出荷額

・産業分類別用水量　　　　等

	
	（2）瀬戸内海栄養塩類等削減対策調査

　大阪湾への窒素・りん等の流入負荷量削減対策の進捗状況の把握及び総量規制基準設定のための基礎資料作成に資するため、府内の工場等における窒素・燐等の排出実態を調査した。
	調査項目

・COD　　　　　　　  　 48検体

・全窒素　　　　　　　　　48検体

・硝酸性窒素　　　　　　　48検体

・亜硝酸性窒素　　　　　　48検体

・アンモニア性窒素　　　　48検体

・全りん　　　　　　　　　48検体

・りん酸性りん　　　　　　48検体


調査期間：平成29年10月31日～平成30年１月31日

委 託 先：一般財団法人関西環境管理技術センター　(委託料362,880円)
水質汚濁防止計画推進事業費※（旅費、消耗需用費、委託料、使用料及び賃借料）　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	2,221
	2,221

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,950
	1,950

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	1,141
	1,141

	
	決算額
	0
	0
	0
	953
	953

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	1,046
	1,046

	
	決算額
	0
	0
	0
	712
	712


根拠法令：瀬戸内海環境保全特別措置法、水質汚濁防止法

※５及び８の事業費を除く

５　瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画の推進

平成27年２月に変更された国の「瀬戸内海環境保全基本計画」に基づき、平成28年10月に変更した「瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画」を推進するため、企業や大学等の専門家と関係行政機関から構成される懇話会を設置して、湾奥部における課題を解決する手法等について情報共有・意見交換を行い、その結果を取りまとめた。

「豊かな大阪湾」創出手法検討費（報償費、旅費、消耗需用費）　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	618
	618

	
	決算額
	0
	0
	0
	237
	237


６　水質汚濁防止に係る対策の実施

水質汚濁防止法第３条第３項の規定による排水基準を定める条例に基づく亜鉛の排水基準について、経過措置として定めている暫定排水基準が平成30年３月31日をもって適用期限を迎えることから、平成30年１月の府環境審議会の答申を踏まえ、３月に暫定排水基準の適用期間を５年間延長する改正を行った。

７　自然海浜保全地区の指定及び環境整備等

府内に残されている貴重な自然海浜を保全し、その適切な利用を図るため、大阪府自然海浜保全地区条例第５条第１項の規定により、昭和58年11月21日に岬町の長松自然海浜保全地区及び小島自然海浜保全地区を指定している。

この自然海浜保全地区の良好な環境の保持と府民の利用環境の整備等を図るため、現地確認及び水質調査（年２回）を行うとともに、小島自然海浜保全地区の落石注意標識の設置を行った。また、岬町が同地区で行う清掃について、補助金を交付した。
補助金交付先：泉南郡岬町　(1,164,000円)

自然海浜保全事業（旅費、看板作成の委託料及び清掃活動への補助金）　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	1,248
	1,248

	
	決算額
	 0
	0
	0
	1,248
	1,248

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	1,249
	1,249

	
	決算額
	 0
	0
	0
	1,248
	1,248

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	1,249
	1,249

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,244
	1,244


根拠法令：瀬戸内海環境保全特別措置法、大阪府自然海浜保全地区条例

８　各種協議会等への参画

　　大阪湾等閉鎖性海域の水質保全を目的とした各種協議会に参画し、大阪湾及び瀬戸内海の水質保全対策に係る関係機関との連携と協議会等が行う事業の推進を図った。

・（公社）瀬戸内海環境保全協会
負担金　　840,000円

・瀬戸内海環境保全知事･市長会議　　負担金　　225,000円

・大阪湾環境保全協議会

負担金　　150,000円

各種協議会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	
	（公社）瀬戸内海環境保全協会
	瀬戸内海環境保全知事･市長会議
	大阪湾環境保全

協議会
	合計

	２７
	1,080
	250
	150
	1,480

	２８
	1,080
	250
	150
	1,480

	２９
	840
	225
	150
	1,215


９　大阪湾大規模油等流出事故対策

大阪湾で大規模な油等汚染事件が発生した際、迅速に適切な対応が行えるよう、関係機関との「大阪湾における大規模油等流出事故等の環境保全に係る通報連絡体制」（夜間、休日含む。）を整備した。

根拠法令等：瀬戸内海環境保全特別措置法、「油等汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画」閣議決定（平成18年12月）

10　ダイオキシン類汚染対策の推進

　　ダイオキシン類対策特別措置法に基づく常時監視の結果、環境基準を超過した平野川、恩智川、三箇牧水路、左門殿川において、地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所及び関係市と連携し、汚染原因の究明のための追跡調査を実施した。

根拠法令：ダイオキシン類対策特別措置法

化学物質対策グループ

１　特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR法）及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく化学物質管理制度の施行業務

PRTR法に基づき、事業活動等に伴い環境中や廃棄物等として事業所から排出・移動された化学物質量を把握するため、事業者に対する化学物質の排出量等の届出指導や主務大臣への届出の経由事務を行った。

また、条例に基づく管理化学物質排出量等の届出、管理計画書及び管理目標等の届出について、事業者への届出指導や届出書の受理審査を行うとともに、PRTR法及び条例に基づく届出の排出量等を集計し、その結果を公表した。

さらに、各種業界団体等の協力を得て、事業者への届出等の周知を図るとともに、化学物質対策に係る事業者向けのセミナーを開催した。

なお、事務移譲市町村は、25市町村となっている（平成29年度末現在）。

(1) PRTR法に基づく届出経由事務等の実施　

　    事業者から紙・磁気ディスク・電子情報処理組織での届出を受け付け、事業所台帳に記載するとともに、事業所を所管する主務大臣ごとに分類し送付した。

また、PRTR制度の実効性を高めるため、問合せへの対応、届け出られた排出量等の確認や修正指導及び届出の履行の周知を行った。

PRTR法の排出量等届出件数（平成29年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）

	
	大阪府
	権限移譲市町村
	合　計

	
	
	大阪市
	堺　市
	その他
	

	届出件数
	286
	434
	188
	629
	1,537


　　　　

(2) 条例に基づく化学物質管理制度の施行業務等の実施

　 　　事業者から、第一種管理化学物質の排出量等届出、管理計画書及び管理目標決定の届出を受理　した。

条例の排出量等届出件数（平成29年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （件）
	届出内容
	排出量等
	化学物質管理計画書
	管理目標の決定・

目標達成状況

	届出件数
	大阪府
	  227
	 4
	120

	
	大阪市
	  355
	 2
	191

	
	堺　市
	  174
	 1
	110

	
	その他
	  543
	 0
	234

	
	合　計
	1,299
	 7
	655


公害防止事務費交付金（ＰＲＴＲ法及び条例に係る受理等の事務）　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	11,221
	11,221

	
	決算額
	0
	0
	0
	11,014
	11,014

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	11,946
	11,946

	
	決算額
	0
	0
	0
	11,030
	11,030

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	12,726
	12,726

	
	決算額
	0
	0
	0
	10,859
	10,859


根拠法令等：特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律

　　　　　　大阪府生活環境の保全等に関する条例
大阪府環境農林水産行政事務に係る事務処理の特例に関する条例

大阪版地方分権推進制度実施要綱　

(3) データの集計・公表　
PRTR法及び条例に基づく届出の排出量等を集計し、その結果を公表した。

平成28年度の大阪府域における届出排出量・移動量・取扱量              　    （千トン）

	
	平成27年度
	平成28年度
	増減率

	排出量
	　
	10.8(  9.8)
	11.0(  9.9)
	 1.9%(  0.8%)

	
	大気
	10.2(  9.8)
	10.4(  9.9)
	 2.1%(  0.8%)

	
	公共用水域
	0.59( 0.006)
	0.59( 0.008)
	-1.2%(  37.7%)

	
	土壌
	0(      0)
	0(      0)
	· (   -   )

	
	埋立
	0(      0)
	0(      0)
	· (   -   )

	移動量
	　
	19.6(    9.4)
	22.5(   10.4)
	 15.0%(  10.2%)

	
	下水道
	0.35(   0.32)
	0.35(   0.32)
	    0.8%(   0.6%)

	
	廃棄物
	19.2(    9.1)
	22.2(   10.1)
	  15.3%(  10.5%)

	取扱量
	7,424(  5,930)
	7,742(  6,226)
	  4.3%(   5.0%)


※括弧内は揮発性有機化合物（VOC）を示す。

※四捨五入の関係で各欄の値の合計と合計欄の値が一致しないものがある。

※平成27年度の排出量等の数値は、平成29年度に提出された変更届出等の内容を反映している。

排出量が多い物質

	物質名
	主な排出源
	主な用途

	トルエン
	出版・印刷、プラスチック製品、金属製品
	合成原料、インキ･塗料･接着剤の溶剤

	塩化メチレン
	金属製品、化学、機械器具
	金属脱脂洗浄剤、溶剤

	キシレン
	出版・印刷、プラスチック製品、金属製品
	合成原料、インキ･塗料･接着剤の溶剤


(4) 　制度の周知等

　　 　事務移譲市の協力を得て、各商工会議所20団体を通じて、広報誌への掲載等により制度周知を図った。

また、大阪市及び堺市との共催で、府域の事業者等を対象に化学物質対策セミナーを開催し、

501名の参加があった。

　　　※ 開催日（場所）：平成30年２月16日（阿倍野区民センター）

(5) 　大規模災害に備えた化学物質による環境リスク低減対策の促進　

条例において、事業者は化学物質適正管理指針に従い、南海トラフ巨大地震等の大規模災害時の化学物質による環境リスクを把握し、その低減方策を検討・実施した内容を記載した管理計画書を届け出ることとしている。

平成29年度は、府全体で12事業所（うち府所管４事業所）から届出があった。

　　　府及び市町村は、届出された対策の進捗状況の把握や対策の推進指導、排出量の削減指導を行うため、平成29年度にのべ87事業所（うち府所管62事業所）に立入検査を行った。

　　　また、化学物質取扱事業所における災害発生時の消防活動をより安全なものにするため、事業所の化学物質の取扱量等の情報を、平成26年度から毎年、市町村消防部局に提供することとしており、平成29年度においても前年度実績の情報を提供した。

　　　　　　　　　　　　
２　化学物質環境実態調査の実施　

　　化学物質の分析方法の開発、環境中への残留状況及びモニタリング調査に伴う試料採取業務について、環境省より受託し、一部業務を地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所に委託した。

化学物質環境汚染実態調査費（委託料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	4,318
	0
	0
	0
	4,318

	
	決算額
	2,119
	0
	0
	0
	2,119

	２８
	予算額
	4,041
	0
	0
	0
	4,041

	
	決算額
	3,689
	0
	0
	0
	3,689

	２９
	予算額
	3,676
	0
	0
	0
	3,676

	
	決算額
	3,676
	0
	0
	0
	3,676


３　豊能郡ダイオキシン問題に係る対応　

豊能郡環境施設組合が処理責任を有するダイオキシン類を含む一般廃棄物の処理問題の解決に向け、また、美化センター敷地内の調整池などの安全化対策等について、技術的な支援を行った。

４　地盤沈下規制指導

（1）地盤沈下の規制指導

　　　工業用水法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく許可の審査及び届出の受理のほか、関係工場・事業場に対し採取規制及び指導を行った。

　　　また、地下水採取の実態を把握するため、採取量の調査を行った。

1 工業用水法施行事務

ア　工業用水法指定地域内の許可井戸の状況　　　　　　　　　　　(本)

	地　域
	平成30年３月31日

現在の井戸本数
	平成29年度の申請本数

	
	
	許可本数
	廃止本数

	大阪市域
	0
	0
	0

	北摂地域
	59
	１
	１

	東大阪地域
	17
	0
	0

	泉州地域
	１
	0
	0

	合計
	77
	１
	１


　　　

イ　工場等への立入検査

　　工業用水法に基づき、許可井戸の使用及び廃止の確認を行った。

ウ　地下水採取量報告書の徴収

　　工業用水法に基づき、許可井戸使用者より地下水採取量報告書の徴収を行った。

②　大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく地下水採取量報告

	区　　分
	一般の工場等
	上　水　道

	対　象　井　戸　数（本）
	1,266
	138


（2）地盤沈下及び地下水位の観測

府内の地盤沈下の状況を把握するため、計15ヵ所の地盤沈下観測所において地盤沈下量と地下水位の観測を実施した。
　　地盤沈下及び地下水位の観測所

	地　域
	観測所数
	内　　訳
	観測井戸

本    数
	内　　訳

	
	
	地盤沈下
	地下水位
	
	地盤沈下計
	地下水位計

	北　摂
	４
	２
	４
	４
	２
	４

	東大阪
	５
	３
	５
	８
	５
	８

	堺・臨海
	１
	１
	１
	３
	３
	３

	泉　州
	５
	５
	５
	６
	６
	６

	計
	15
	11
	15
	21
	16
	21


　地下水位等常時監視費（観測業務委託料及び観測所維持費）　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	3,305
	3,305

	
	決算額
	 0
	0
	0
	2,895
	2,895

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	3,480
	3,480

	
	決算額
	 0
	0
	0
	2,880
	2,880

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	3,338
	3,338

	
	決算額
	 0
	0
	0
	2,865
	2,865


根拠法令：工業用水法、大阪府生活環境の保全等に関する条例

５　土壌・地下水汚染対策の推進　

土壌汚染対策法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、土地の所有者等が行う土壌

汚染状況調査や汚染の除去等の措置に対する指導を行った。 

法に係る事務については池田市他17市町村に、条例に係る事務については大阪市他28市町村に事務移譲している(平成29年度末現在)。
土壌・地下水汚染対策費(調査業務委託料及び印刷費)　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年 度
	
	財　源　内　訳
	合 計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	   0
	0
	0
	422
	422

	
	決算額
	0
	0
	0
	27
	27

	２８
	予算額
	   0
	0
	0
	223
	223

	
	決算額
	0
	0
	0
	29
	29

	２９
	予算額
	   0
	0
	0
	225
	225

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0


根拠法令：土壌汚染対策法、水質汚濁防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例

公害防止事務費交付金（土壌汚染対策法に係る規制事務等）　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年 度
	
	財　源　内　訳
	合 計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	   0
	0
	0
	13,784
	13,784

	
	決算額
	0
	0
	0
	9,021
	9,021

	２８
	予算額
	   0
	0
	0
	11,544
	11,544

	
	決算額
	0
	0
	0
	7,280
	7,280

	２９
	予算額
	   0
	0
	0
	15,838
	15,838

	
	決算額
	0
	0
	0
	8,087
	8,087


根拠法令等：大阪府生活環境の保全等に関する条例
大阪府環境農林水産行政事務に係る事務処理の特例に関する条例

大阪版地方分権推進制度実施要綱
アセスメントグループ

１　環境影響評価制度の運営等
　　規模が大きく環境影響の程度が著しいものとなるおそれのある事業について、環境の保全について適正な配慮がなされることを確保するため、「環境影響評価法」及び「大阪府環境影響評価条例」に基づき審査等の手続きを実施した。

　　平成29年度における審査等の手続きの概要は次のとおりである。

    ○京都府環境影響評価条例に基づく配慮書について大阪府知事意見を述べたもの

　  　・枚方京田辺環境施設組合可燃ごみ広域処理施設整備事業

    ○事後調査報告書等について縦覧に供したもの

(要綱対象事業)

　  ・大阪湾圏域広域処理場整備事業(泉大津市)

（条例対象事業） 

・大阪外環状線（新大阪～都島）鉄道建設事業

・よみうり文化センター（千里中央）再整備事業

・東部大阪都市計画ごみ焼却場四條畷市交野市ごみ処理施設整備事業

（法対象事業）

· 大阪港新島地区埋立事業及び大阪沖埋立処分場建設事業

２　大阪湾圏域広域処理場整備事業に係る大阪府域環境保全協議会の運営

（1）大阪湾圏域広域処理場整備事業(フェニックス事業)に係る大阪府域環境保全協議会の概要

　　　　目　　的　　府域におけるフェニックス事業の実施に関し、地域住民の生活環境の保全を図る 

　　　　設置時期　　平成元年７月

　　　　業務内容　　・事業者（大阪湾広域臨海環境整備センター）が立案する環境監視計画等環境監視方法に関する指導

　　　　　　　　　　・事業者が行った環境監視の結果に関する評価

　　　　　　　　　　・事業者が立案する環境保全対策に関する指導

　　　　対象施設　　　府域におけるフェニックス事業に係る埋立処分場及び積出基地

　　　　構成員　　　大阪府、大阪市、堺市及び泉大津市等の環境部局等で構成

　（2）活動状況

　　（会議開催状況等）

    　29.５.24  泉大津沖処分場の現地視察を実施した。

29.５.26  大阪沖処分場の現地視察を実施した。
    　29.９.15  大阪湾圏域広域処理場整備事業に係る大阪府域環境保全協議会を開催し、事業者が

行った環境監視結果（平成28年度）の内容を評価した協議会報告書(案)について

検討を行った。

29.9.20  事業者がとりまとめた泉大津沖処分場、大阪沖処分場に関する事後調査結果（平成28年度）を公開した。

29.9.20　協議会報告書（平成28年度）を公開した｡

３　大阪府産業廃棄物処理施設等の設置等に係る生活環境影響評価審議会の運営
　　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく産業廃棄物処理施設の設置、変更時に事業者が実施する生活環境影響調査及び「土壌汚染対策法」に基づく汚染土壌処理施設の設置、変更に係る事前協議に関する事項について、専門的知識を有する者の意見を聴くため、大阪府産業廃棄物処理施設等の設置等に係る生活環境影響評価審議会（平成24年11月１日設置）を運営している。

平成29年度の審議会の開催はなかった。

申請件数　　　 平成27年度　　０件

　　　　　　　 平成28年度　　０件

               平成29年度　　０件

審議会の開催　 平成27年度　　０回　

平成28年度　　０回
平成29年度　　０回
４　環境影響評価及び事後調査に関する技術指針の改正

環境基準の一部改正に伴い、環境影響評価及び事後調査に関する技術指針の所要の改正を行った。

環境監視グループ
１　大気汚染の常時監視

大気環境常時監視システムにより、大気汚染防止法第20条及び第22条から第24条までの規定により、大気汚染状況の常時監視、緊急時措置、公表を行うほか、大気汚染防止対策に資するため、汚染状況の把握及び解析を行った。大気環境常時監視システムの構成は、下図のとおりである。

大気環境常時監視システムの構成（平成30年３月31日現在）


　












（1）大気汚染状況の常時監視

環境大気の汚染状況を常時監視するため、大阪府所管28測定局（国設２局を含む。）及び市所管65測定局（大阪市26局、堺市15局、豊中市３局、吹田市４局、高槻市４局、枚方市５局、八尾市４局、東大阪市３局、高石市１局）における測定データ（速報値）を府市間の協定に基づきオンライン収集した。

これらのオンライン収集データは、オキシダント緊急時措置（光化学スモッグ）などの速報性を要する業務に活用した。

（2）広域大気汚染状況の常時監視

広域的な大気汚染状況を把握するため、兵庫県、和歌山県並びに和歌山市との測定データ交換を、「広域大気汚染緊急時対策実施要綱」や協定に基づき実施し、緊急時措置等に活用した。

   　　（送信） 大 阪 府 →　兵 庫 県   93測定局

                大 阪 府 →  和歌山県　 11測定局

       （受信） 兵 庫 県 →　大 阪 府   91測定局

                和歌山県 →  大 阪 府   16測定局（和歌山市所管12測定局を含む。）

（3）大阪府地域大気汚染常時監視測定データファイルの運営

府内の大気汚染状況をより的確に把握するため、市所管測定局の測定データ（確定値）をオフラインで定期的に収集し、常時監視システム内に構築した「大阪府地域大気汚染常時監視測定データファイル」に府所管測定局のデータとともに収録した。収録したデータは、各種集計及び統計処理を行い、大気環境保全対策の基礎資料として活用した。

　　　○　収録総局数 105局（府所管28局､17市所管77局）

（4）大気汚染状況に関する情報発信

　　　ウェブページ「大阪府大気汚染常時監視のページ」からインターネットを通じて、府内の大気汚染測定局の測定データ（速報値）、光化学スモッグ発令状況、微小粒子状物質(PM2.5)に係る注意喚起状況、過去の常時監視結果等を公表するとともに、環境省大気汚染物質広域監視システム（そらまめ君）に測定データ（速報値）を提供し、大気汚染状況に関する情報発信に努めた。

（5）大気環境常時監視システムの整備運用

大気環境常時監視システムによる監視業務を適正に実施するため、システムの維持管理、機能向上に努めた。

　　　○　大気環境常時監視システム機器の賃貸借

　　　　・賃借期間：平成29年３月１日～平成34年２月28日（長期継続契約）

　　　　　賃借料：50,382,200 円（平成29年度：10,076,400 円）

　　　　　契約先：富士通リース株式会社　関西支店

　　　○　大気環境常時監視システム機器（テレメータ子局装置等）一式の再賃貸借

　　　　・賃借期間：平成29年３月１日～平成34年２月28日（長期継続契約）

　　　　　賃借料：6,804,000 円（平成29年度：1,360,800 円）

　　　　　契約先：芙蓉総合リース株式会社　大阪支店

　　　○　大気環境常時監視テレメータシステムソフトウェアe-sys4及びテレメータ子局装置DATAC-9の保守・運用業務

　　　　・履行期間：平成29年４月１日～平成30年３月31日

　　　　　委託料：3,586,096 円

　　　　　契約先：環境計測株式会社　大阪サービスセンター

　　　○　平成29年度大気環境常時監視システムソフトウェア改良業務（第１回）

　　　　・履行期間：平成29年11月30日～平成30年２月28日

　　　　　委託料：1,009,800 円

　　　　　契約先：環境計測株式会社　大阪サービスセンター

　　　○　平成29年度大気環境常時監視システムソフトウェア改良業務（第２回）

　　　　・履行期間：平成30年２月１日～平成30年３月20日

委託料：1,253,340 円

　　　　　契約先：環境計測株式会社　大阪サービスセンター

　　　○　アメダス時間値提供業務

　　　　・履行期間：平成29年４月１日～平成30年３月31日

　　　　　委託料：972,000円

　　　　　契約先：いであ株式会社　大阪支店

　（6）大気汚染測定機器の維持管理

大気汚染測定局における測定データを適正に入手するため、測定機器の維持管理及びデータ処理を行った。

　　　○　大気汚染測定機器維持管理業務の委託

　　　　・委託期間：平成29年４月１日～平成29年４月30日

　　　　　委託金額：4,860,000 円（国設大阪大気環境測定所保守管理業務356,000 円、国設四條畷自動車環境測定所保守管理業務319,000 円及び微小粒子状物質計保守管理業務366,000 円を含む。）
　　　　　委 託 先：株式会社兵庫分析センター

　　　　・委託期間：平成29年５月１日～平成30年３月31日

　　　　　委託金額：57,996,000 円（国設大阪大気環境測定所保守管理業務3,843,685 円、国設四條畷自動車環境測定所保守管理業務3,037,686 円及び微小粒子状物質計保守管理業務6,381,234 円を含む。）
　　　　　委 託 先：環境計測株式会社　大阪サービスセンター

（7）機器の整備等

　　　○　測定値の精度維持を図るため、老朽化した測定機器等を更新した。

・浮遊粒子状物質計　　８台（茨木市役所局、寝屋川市役所局、富田林市役所局、

　　　　　　　　　　　　　　緑ヶ丘小学校局、岸和田中央公園局、豊能町役場局、

　　　　　　　　　　　　　　淀川工科高校局、摂津市役所局）

・炭化水素計　　　　　５台（寝屋川市役所局、池田市立南畑会館局、貝塚市消防署局、

　　　　　　　　　　　　　　富田林市役所局、摂津市役所局)

・窒素酸化物計　　　　２台（泉大津市役所局、豊能町役場局）

　　　○　気象測定器のうち、検定期間を過ぎた微風向風速計を更新した。

・微風向風速計（賃借）　３台（泉大津市役所局、池田市立南畑会館局、泉南市役所局）

（8）国設大阪環境大気測定所の管理

国設大阪環境大気測定所について、前年度に引き続き測定機器の管理運営委託事業を環境省から受託し、以下のような管理運営を行うとともに、光化学スモッグ予報・注意報等発令判断のためのデータとして利用した。

　　○　国設大阪環境大気測定所（大阪合同庁舎２号館別館内）では、二酸化窒素などの大気汚染物質のほか、気象項目など合わせて14項目の測定を行った。
　　　　・受託期間：平成29年４月１日～平成30年３月31日

　　　　　受託金額：4,859,696 円

　　　　　受託先：環境省

　　○　測定機器の保守点検業務の一部を、(6) のとおり委託して実施した。

（9）国設四條畷自動車交通環境測定所の管理

国設四條畷自動車交通環境測定所について、前年度に引き続き測定機器の管理運営委託事業を環境省から受託し、以下のような管理運営を行った。

　　○　国設四條畷自動車交通環境測定所では、二酸化窒素などの大気汚染物質のほか、交通量など合わせて17項目の測定を行った。

　　　　・受託期間：受託期間：平成29年４月１日～平成30年３月31日

　　　　　受託金額：4,367,780 円

　　　　　受託先：環境省

　　○　測定機器の保守点検業務の一部を、(6) のとおり委託して実施した。

（10）微小粒子状物質監視（PM2.5）
大気中の微小粒子状物質の常時監視を行うとともに、原因物質の排出状況、大気中の挙動や二次生成機構の解明等を行うため、２地点で重量濃度、無機元素29項目、イオン成分９項目、炭素成分３項目について成分分析を行った。

　　○　成分分析調査

試料採取は、株式会社兵庫分析センターに委託し、分析は地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所が運営交付金に基づく業務として行った。

（春季）

・委託期間：平成29年４月26日～平成29年６月23日

　委託金額：810,000 円

　委 託 先：株式会社兵庫分析センター

（夏秋冬季）
・委託期間：平成29年７月11日～平成30年２月28日

　委託金額：2,430,000 円

　委 託 先：株式会社兵庫分析センター

（11）有害大気汚染物質等モニタリング

府内７か所の大気汚染常時測定局において、ベンゼン等有害大気汚染物質（21物質）の調査を毎月行った。試料採取を下記業者に委託し、分析は地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所が運営交付金に基づく業務として行った。
・試料採取委託

委託期間：平成29年４月10日～平成30年３月26日

委託金額：6,318,000 円

委 託 先：一般財団法人 関西環境管理技術センター 

（12）大阪府大気汚染測定局アスベスト大気汚染調査及び石綿環境モニタリング調査

　　　大阪府所管の大気汚染測定局舎内の天井等に石綿（アスベスト）を使用している測定局の局舎内外において、大気中の石綿（アスベスト）の濃度を測定した。

　　　また、老朽化した建築物の解体時の飛散等により大気中の濃度が高くなることが懸念される石綿（アスベスト）について、大気中濃度を経年的に監視し、対策に資するため、府内４か所において３日間調査を実施した。

委託期間：平成29年10月４日～平成30年１月26日

委託金額：480,600 円

委 託 先：株式会社日本保健衛生協会

　（13）予算

大気汚染常時監視費（準義務）

オキシダント一時基準器

国設測定網管理費

国設自動車排ガス局管理費

微小粒子状物質監視費

有害大気汚染物質モニタリング事業費
石綿環境モニタリング事業費
大気汚染自動測定機整備事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	10,843
	0
	471
	117,940
	129,254

	
	決算額
	10,330
	0
	485
	116,722
	127,537

	２８
	予算額
	12,088
	0
	485
	110,231
	122,804

	
	決算額
	10,495
	0
	244
	107,131
	117,870

	２９
	予算額
	9,309
	0
	0
	131,882
	141,191

	
	決算額
	9,231
	0
	0
	128,699
	137,930


　　根拠法令：大気汚染防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例

２　大気汚染緊急時措置
大気汚染防止法第23条並びに大阪府生活環境の保全等に関する条例第45条及び第46条に規定する緊急時措置について、大阪府大気汚染緊急時対策実施要綱に基づくオキシダント緊急時（光化学スモッグ）対策実施要領により発令、通報業務を実施した。

過去５年間の発令状況等は次のとおりである。

（1）光化学スモッグ予報等の発令

	        区分
 年度
	予　報
	注意報
	警　報
	重大緊急
警　　報
	被 害 の
訴 え 数

	２５
	13
	７
	０
	０
	０件　０人

	２６
	５
	３
	０
	０
	１件　７人

	２７
	12
	11
	０
	０
	０件　０人

	２８
	９
	７
	０
	０
	０件　０人

	２９
	２
	１
	０
	０
	０件　０人


　（2）その他の発令

硫黄酸化物、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、一酸化炭素の注意報等の発令はなかった。
３　水環境モニタリング

（1）公共用水域及び地下水の水質常時監視

「平成29年度公共用水域及び地下水の水質測定計画」に基づき、近畿地方整備局及び政令市と連携して府内の公共用水域及び地下水の水質測定を行った。　

また、大阪府環境審議会の答申を受けて「平成30年度公共用水域及び地下水の水質測定計画」を作成した。
1 公共用水域常時監視

　　　府内の河川及び海域の水質・底質を関係機関と連携して監視した。

　　　ア　水質測定地点

　　　　河　川：57地点（環境基準点42地点で毎月、準基準点15地点で年４回）

　　　　海　域：大阪湾海域（環境基準点15地点で毎月）

　　　イ　底質測定地点

　　　　河　川：９地点（環境基準点９地点で年１回）

　　　　海　域：大阪湾海域（環境基準点4地点、準基準点１地点で年２回）

　　　　調査期間：平成29年４月～平成30年３月

　　　　委 託 先：一般財団法人関西環境管理技術センター　(15,390,000 円)（大和川以北河川）
　　　　　　　　　株式会社総合水研究所　　　　　　　　　(15,742,080 円)（泉州諸河川）
　　　　　　　　　いであ株式会社　大阪支社　　　　　　　(16,632,000 円)（海域）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※海域分については、広域総合水質調査事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に係る試料分析等委託費（別掲）を含む。

　　公共用水域常時監視費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	48,436
	48,436

	
	決算額
	0
	0
	0
	46,495
	46,495

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	48,024
	48,024

	
	決算額
	0
	0
	0
	47,615
	47,615

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	46,539
	46,539

	
	決算額
	0
	0
	0
	46,489
	46,489


根拠法令：水質汚濁防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例

②　地下水質常時監視

　　　府内の地下水の有害物質による汚染状況を監視するため、関係機関と連携して概況調査（ローリング方式）を年１回、概況調査（定点方式）及び継続監視調査を年２回行った。

　　　また、平成28年度までの調査等で有害物質を検出した地区について、汚染井戸周辺地区調査を実施した。また、継続監視を終了できるか判断するため、当該地区の周辺で継続監視終了調査を実施した。

　　　ア　概況調査（ローリング方式）

　　　　調査地点：23地点

　　　　分析項目：環境基準項目28項目及びpH

　　　　調査期間：平成29年９月～平成29年10月

　　　イ　概況調査（定点方式）、継続監視調査

　　　　調査地点：52地点

　　　　分析項目：鉛、砒素、揮発性有機化合物､硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、ほう素、

　　　　　　　　　1,4-ジオキサン及びpH

　　　　調査期間：平成29年９月～10月、平成30年１～２月

　　　ウ　汚染井戸周辺地区調査等　

調査地点：13地区　　

分析項目：鉛、1,1-ジクロロエチレン、1,2-ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、

　　　　　1,1,2-トリクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、クロロエチレン、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素

    　　調査期間：平成29年４月～平成30年３月

　　　　　※ウについての事務は化学物質対策グループで実施。

委 託 先：エスク三ツ川株式会社　　　　(3,132,000 円)（地下水質常時監視）
エスク三ツ川株式会社　　　　(　363,852 円)（汚染井戸周辺地区調査）

　　※　汚染井戸周辺地区調査は、地盤沈下規制指導費分（100,548円）を含む。

地下水質常時監視費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	3,663
	3,663

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,941
	2,941

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	3,760
	3,760

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,165
	3,165

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	3,706
	3,706

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,452
	3,452


根拠法令：水質汚濁防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例

（2）国庫委託に係る事業（広域総合水質調査）

　　 環境省からの委託を受け、瀬戸内海の水質汚濁防止対策に資するため、関係府県とともに、広域的かつ統一的に大阪湾の水質汚濁及び富栄養化の実態調査を行った。

調査地点：水質７地点（年４回）、底質２地点（年２回）

調査項目：ｐH、COD、全窒素、全りん、マクロベントス等

調査期間：平成29年４月～平成30年３月

試料分析等委託先：いであ株式会社 大阪支社 　　　(1,397,520 円)

広域総合水質調査事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	1,399
	0
	0
	0
	1,399

	
	決算額
	1,398
	0
	0
	0
	1,398

	２８
	予算額
	1,399
	0
	0
	0
	1,399

	
	決算額
	1,398
	0
	0
	0
	1,398

	２９
	予算額
	1,399
	0
	0
	0
	1,399

	
	決算額
	1,398
	0
	0
	0
	1,398


根拠法令：水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法

４　ダイオキシン類常時監視   

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、府内の汚染状況について把握するため、ダイオキシン類の常時監視を行った。

　（1）大気

　　府内11地点において年４回、一般環境大気中のダイオキシン類の測定を行った。

　　　調査期間：平成29年５月、８月、10月、平成30年１月

　　　委 託 先：ユーロフィン日本環境株式会社　大阪事業所　 (5,011,200 円)

　（2）河川・海域

　　府内河川26地点において水質年２回、底質年１回、海域５地点において水質、底質各年１回のダイオキシン類の測定を行った。

　　　調査期間：平成29年７月～11月

　　　委 託 先：株式会社日本総合科学　大阪支所　 (7,074,000 円) ･･･河川

　　　　　　　　株式会社日本総合科学　大阪支所　 (1,188,000 円*)･･･海域

　　　　　　　　　　(*化学物質環境実態調査に係る試料採取業務:102,276 円含む)

　（3）地下水質・土壌

　　府内地下水質10地点及び土壌10地点において年１回、ダイオキシン類の測定を行った。

　　　調査期間：平成29年12月

　　　委 託 先：株式会社日本総合科学 大阪支所 (1,900,800 円)

　（4）調査結果GIS作図業務

　　大阪府内で実施したダイオキシン類による汚染状況の調査結果について、汚染状況を経年的に把握するため、GIS図表（MXD形式）の作成を行った。

委託先：中外テクノス株式会社　関西支社　 (305,640 円)

ダイオキシン類常時監視事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	18,579
	18,579

	
	決算額
	0
	0
	0
	18,368
	18,368

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	17,650
	17,650

	
	決算額
	0
	0
	0
	16,769
	16,769

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	15,966
	15,966

	
	決算額
	0
	0
	0
	15,841
	15,841


根拠法令：ダイオキシン類対策特別措置法

５　有害大気汚染物質群小発生源対策調査（トリクロロエチレン）

　　環境省からの委託を受け、今後の大気汚染対策に資するため、大阪府内における群小発生源地域等を主な対象として、トリクロロエチレンの一般環境大気中濃度の調査を行った。

　　　　　・受託期間：平成29年４月10日～平成30年３月30日

　　　　　　受託金額：2,577,862 円

　　　　　　受託先：環境省

　　資料採取及び分析は、委託により実施した。

調査地点：群小発生源地域４地域の各４地点（計16地点）

調査項目：トリクロロエチレン

委託期間：平成29年５月１日～平成30年３月16日

委託先：株式会社福井環境分析センター　　　(2,527,200 円)

有害大気汚染物質濃度調査事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	２９
	予算額
	2,580
	0
	0
	0
	2,580

	
	決算額
	2,578
	0
	0
	0
	2,578
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